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双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務 

 
掲示文兼入札説明書 

 

 独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部の「双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２

施設建設等施工監理支援業務」に係る手続き開始の掲示に基づく企画競争参加については、関係

法令に定めるもののほか、この説明書によるものとする。 

 

１ 手続開始の掲示日 令和７年９月 18日（木） 

 

２ 委託者 

独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 

   分任契約担当役 総務企画部長 江坂  泰幸  

福島県いわき市平並木の杜 2番地 63PLAZA ２階 

 

３ 業務の概要 

（１）業務名 

     双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務 

（２）業務の目的 

本業務は、双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設整備の円滑な推進を図ること

を目的に、双葉町が行う双葉町駅西複合的福祉サービス拠点建設工事他２施設建設工事

における関係者との調整及び、工事期間中における工程、コスト、品質等の検証、確認及

び調整等に係る業務を行うものである。 

（３）業務内容 

施工監理支援（プロジェクトマネジメント）業務 

詳細は別紙１「業務仕様書」のとおり。 

（４）履行期間 

以下のとおり予定している。 

契約締結の翌日から令和９年 10月 31 日まで 

工事Ａ ：令和７年 12月頃から令和８年 12 月頃まで 

工事Ｂ ：令和８年３月頃から令和９年６月頃まで 

工事Ｃ ：令和８年８月頃から令和９年 10 月頃まで 

なお、本業務は、工事Ａについては令和７年９月（予定）、工事Ｃについては令和８年

６月（予定）、に開催される双葉町の議会において本業務に係る議会承認等を得て、双

葉町と当機構との間で業務委託契約を締結することを実施の条件とする。予算承認が

なされない等、当機構の責めに帰することができない事由により、双葉町と当機構と

の間で業務委託契約を締結できない場合、当機構と受注者との間の業務請負契約に係

る請負代金額の減額変更を行うものとし、当機構はこれによって受注者に生じた損害

を賠償する責任を負わないものとする。 
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（５）履行場所 

     福島県双葉郡双葉町 

（６）その他 

① 本業務の参考業務規模は 87,000 千円程度（税込）を想定している。 

なお、業務履行過程において、業務内容の変更を行う場合がある。 

② 本業務は、「主たる部分」の再委託は認めない。 

なお、「主たる部分」とは以下のとおりとする。 

    ・総合調整マネジメント、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断 

・工事の工程、コスト、品質及び検査等の管理、調整業務 

・関係団体等との打合せ等 

 

４ 企画競争参加資格要件（選定されるために必要な資格） 

  本業務への参加は、次に掲げるすべての要件を満たしている者であること。 

（１）単体企業 

① 独立行政法人都市再生機構会計実施細則(平成 16 年独立行政法人都市再生機構達

第 95号)第 331 条及び第 332 条の規定に該当する者でないこと。 

② 当機構東日本地区(対象都道府県は東京都、千葉、神奈川、埼玉、茨城、栃木、山

梨、長野、新潟、群馬、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、富山、石川の各県

及び北海道)における令和７・８年度建設コンサルタント等業務に係る一般競争

（指名競争）参加資格について、業種区分が「調査」の認定を受けていること。 

③ 企画競争参加表明書(以下「参加表明書」という)の提出期限から見積合せの時ま

での期間に、当機構から本業務の履行場所を含む区域を対象とする指名停止を受

けていない者であること。 

  ④ 参加表明書の提出期限から見積合せの時までの期間に、双葉町から指名停止を受

けていない者であること。 

⑤ 平成 27 年度以降（平成 27 年４月１日から参加表明書提出期限日まで）において

受注し、完了した、次に掲げる全ての要件を満たす業務Ａ又は業務Ｂの実績（再

委託によるものは含まない。）を１件以上有する者であること。 

業務Ａ：次に掲げる全ての要件を満たす業務 

・業務内容：改修工事※１又は耐震改修工事に係る工事監理業務 

・発注者：国、特殊法人等※２、又は地方公共団体 

・規模：１棟の延べ床面積が 500 ㎡以上の建築物 

業務Ｂ：次に掲げる全ての要件を満たす業務 

・業務内容：複合施設の新築工事に係る工事監理業務 

・発注者：国、特殊法人等※２、又は地方公共団体 

・規模：１棟の延べ床面積が 2,000 ㎡以上の建築物 

※１改修工事とは建築基準法第 6 条記載の大規模の修繕又は大規模の模様替えに該 
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当する工事を指す 

※２公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第二条１項に規定する法人 

  ⑥ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者でないこと。

（詳細は、機構ホームページ→入札・契約情報→入札心得・契約関係規程→入札関

連様式・標準契約書→当機構で使用する標準契約書等について→（入札説明書等別

紙）暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者、を参照） 

⑦ 配置予定管理技術者に対する要件 

次に掲げる全ての要件を満たす者 

イ 平成 27 年度以降（平成 27 年４月１日から参加表明書提出期限日まで）にお

いて受注し、完了した、⑤に示す業務の実績（再委託によるものは含まない。）

を１件以上有する者。なお、当該業務について、管理技術者として従事した

実績でなくてもよい。 

ロ 下記のいずれかの資格を有し、所定の登録を行っている者であること。 

・一級建築施工管理技士 

・一級建築士 

ハ 参加表明書提出期限日時点において参加表明者と直接的な雇用関係がある者

であること。なお、前述の雇用関係が無いことが判明した場合、「虚偽の記載」

として取り扱う。また、「雇用関係」が確認できる資料を添付すること。 

ニ  手持ち業務量（本業務を含まず、特定後未契約のものを含む）が４億円未満

かつ 10 件未満である者。手持ち業務とは、管理技術者又は担当技術者となっ

ている契約金額 500万円以上の業務を対象とする。 

（２）共同企業体 

 上記（１）に掲げる条件（ただし代表者以外の者は、⑤及び⑦の条件を除く）を満たし

ている者により構成される企業体であって、「競争参加者の資格に関する公示」（令和７

年９月 18日付東北震災復興支援本部公示）に示すところにより、分任契約担当役から本

業務に係る企業としての競争参加者の資格の認定を受けている者であること。 
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５ 技術提案書の提出者を選定するための評価基準 

    技術提案書の提出者を選定するための評価項目、判断基準、並びに評価のウェイトは以下

のとおりとする。 

評価 

項目 

評価の着目点 評価の 

ウェイト  判断基準 

企
業
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
要
件 

技
術
部
門
登
録 

（別記様式２） 

当機構東日本地区における令和７・８年度建設コンサルタント等業務に係る

競争参加資格について、業種区分が「調査」の認定を受けていること。 

 
数値化 

しない 

経
験
・
実
績 

成
果
の
確
実
性 

（別記様式４） 

平成 27 年度以降（平成 27 年４月１日から参加表明書提出期限日まで）にお

いて受注し、完了した、４（１）⑤に示す業務（再委託によるものは含まな

い。）の実績を下記の順位で評価する。 

①業務Ａ及び業務Ｂの実績がいずれも１件以上ある。 

②業務Ａ又は業務Ｂの実績が１件以上ある。 

なお、上記業務の実績がない場合は選定しない。 

 

 

 

①10 点 

 

②５点 

 

情
報
収
集
能
力 

地
域
精
通
度 

（別記様式４－２） 

平成 27 年度以降に完了した工事監理業務（再委託による業務の実績は含まな

い）の実績を下記の順位で評価する。 

①浜通り等※１において業務を行った実績がある。 

②浜通り等※１を除く福島県において、業務を行った実績がある。 

③上記のいずれにも該当しない。 

 

 

①10 点 

 

②５点 

 

③０点 

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
要
件 

技
術
者
資
格 

（別記様式５） 

配置予定管理技術者の資格を下記の順位で評価する。  

・一級建築施工管理技士 

・一級建築士 

①上記２つの資格を有している。 

②上記のうち、いずれか１つの資格を有している。 

なお、上記要件を満たすと認められない場合は選定しない。 

 

 

 

①10 点 

 

②５点 

専
門
性
・
経
験 

䥹
業
務
執
行
能
力
䥺 

成
果
の
確
実
性 

（別記様式６） 

平成 27 年度以降に完了した４（１）⑤に示す業務（再委託による業務の実

績は含まない）の実績を下記の順位で評価する。 

①業務Ａ及び業務Ｂの実績がいずれも１件以上ある。 

②業務Ａ又は業務Ｂの実績が１件以上ある。 

業務の実績は、管理技術者としてのものでなくてもよい。 

なお、上記業務の実績がない場合は選定しない。 

 

 

①10 点 

 

②５点 

 

 

情
報
収
集
力 

地
域
精
通
度 

（別記様式６－２） 

平成 27 年度以降に完了した工事監理業務（再委託による業務の実績は含まな

い）の実績を下記の順位で評価する。 

①浜通り等※１において業務を行った実績がある。 

②浜通り等※１を除く福島県において、業務を行った実績がある。 

③上記のいずれにも該当しない。 

 

 

①10 点 

 

②５点 

 

③０点 

専
任
制 

手
持
ち
業
務 

（別記様式７） 

手持ち業務量が４億円未満かつ 10 件未満の者であること。 

なお、上記手持ち業務量を超過するものは選定しない。 数値化 

しない 
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業
務
実
施
体
制 

業
務
実
施
体
制 

の
妥
当
性 

（別記様式８） 

以下の場合は選定しない。 

・主たる部分が再委託予定となっている。 

・業務体制が不明確又は不自然な内容である。 
数値化 

しない 

企
業
独
自
の
取
組 

（別記様式９） 

次に掲げるいずれかの認定を受けている 

・女性の職業生活における活躍推進に関する法律（以下、「女性活躍推進 

法」という。）に基づく認定等（えるぼし・プラチナえるぼし認定企業） 

等 ※２ 

・次世代育成支援対策推進法（以下、「次世代法」という。）に基づく認 

定（くるみん・プラチナくるみん・トライくるみん認定企業）※３ 

・青少年の雇用の促進等に関する法律（以下、「若者雇用促進法」とい 

う。）に基づく認定（ユースエール認定企業）※４①いずれかの認定を受けて

いる。 

②認定を受けていない。 

 

①２点 

 

②０点 

評価点 合計 52 点 

※１広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、田村市、 南相馬市、

川俣町、飯舘村、いわき市、相馬市及び新地町とする。 

※２女性活躍推進法第９条に基づく基準に適合するものと認定された企業（労働時間等の働き方 

に係る基準を満たすものに限る。）、同法第12 条又は同法第８条に基づく一般事業主行動計 

画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定している企業（常時雇用する労働者の

数が100 人以下の事業主に限る。）をいう。 

※3次世代法第13 条又は第15 条の２に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。 

※4若者雇用促進法第15 条に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。 

６ 担当部署等 

（１）契約関係 

  〒970-8026 福島県いわき市平並木の杜 2番地 63PLAZA ２階 

    独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 

    総務企画部 経理課 電話：0246-38-8179 

（２）技術関係 

〒970-8026 福島県いわき市平並木の杜 2番地 63PLAZA ２階 

独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 

    福島復興支援部 建築計画課 電話：0246-38-6531 

（３）令和７・８年度の競争参加資格について 

    （１）に同じ 

（詳細は、機構ホームページ→入札・契約情報→競争参加資格（申請・変更） 

→令和７・８年度一般競争（指名競争）参加資格審査についてを参照） 

  

７ 参加表明書の留意事項 

（１） 本競争の参加希望者は、次に従い、参加表明書を提出しなければならない。分任契
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約担当役は、参加表明書を提出した者の中から技術提案書の提出者を選定する。 

参加表明書を提出することができる者は、参加表明書を提出する時において、４（１）

②又は４（２）に掲げる競争参加資格の認定を受けている者とする。 

なお、参加表明書提出時に上記競争参加資格の認定を受けていない者も参加表明書を

提出できるが、技術提案書を提出するためには、技術提案書の提出の時において、当該

資格の認定を受けていなければならない。 

① 提出期間 

令和７年９月19日（金）から令和７年10月３日（金）までの土曜日、日曜日及び国民の

祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日（以下「祝日」という。）を除

く毎日、午前10時から午後５時まで（ただし、正午から午後１時の間は除く。） 

② 提出場所 

６（２）に同じ。 

③ 提出方法 

予め提出日時を前日までに連絡の上、提出場所へ１部を持参することにより行うも

のとし、郵送又は電送によるものは受け付けない。 

なお、返信用封筒として、表に提出者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加

えた所定の料金（460円）の切手を貼った長３号封筒を参加表明書と併せて提出するこ

と。 

（２）参加表明書は、別記様式１から別記様式９－２まで（全てＡ４判）により作成するこ

と。 

（３）参加表明書は、次に従い作成すること。 

なお、下記③の業務の実績及び④の配置予定管理技術者の業務の経験については、平

成27年度以降（平成27年４月１日から参加表明書提出期限まで）に業務が完了し、引渡

しが済んでいるものに限り記載すること。 

① 登録状況 

参加表明時に当機構東日本地区（対象都道府県は東京都、千葉、神奈川、埼玉、茨城、

栃木、山梨、長野、新潟、群馬、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、富山、石川の各

県及び北海道）における令和７・８年度測量・土質調査・建設コンサルタント等業務（業

種区分：調査）に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けている者は、別記様

式２により令和７・８年度競争参加資格認定通知書の写しを提出すること。 

  ② 営業拠点等の所在地 

     営業拠点等（技術者が１名以上常駐する本・支店、営業所等の拠点をいう。）の所在

地を別記様式３に記載すること。 

③ 業務の実績 

４（１）⑤の実績を別記様式４に記載すること。様式１枚につき１件を記載すること。

なお、実績として記載した業務の履行を証する書類の写しを提出すること。 

④ 配置予定管理技術者の資格及び経験 

４（１）⑦イの業務の実績及び４（１）⑦ロの資格を別記様式５及び別記様式６に記
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載すること。 

  ⑤ 配置予定担当技術者の資格 

     別紙１「業務仕様書」に定める資格を別記様式８に記載すること。 

⑥ 契約書等の写し 

上記③及び④の実績として記載した業務に係る契約書（仕様書含む）の写し等を提出

すること。また、配置予定管理技術者が当該業務の実績及び当該資格を有することを証

する書類の写しと、配置予定担当技術者が別紙１「業務仕様書」に定める資格を有する

ことを証する書類の写しを提出すること。これらに不足があると評価ができないため留

意すること。 

（４）その他 

① 参加表明書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

② 提出された参加表明書は、返却しない。 

③ 分任契約担当役は、提出された参加表明書を、技術提案書提出者の選定及び技術提案

書の特定以外に提出者に無断で使用しない。 

④ 提出期間以降における参加表明書の差替及び再提出は認めない。 

⑤ 参加表明書に関する問い合わせ先は、６（２）に同じ。 

 

８ 選定・非選定の通知 

（１） 参加表明書を提出した者のうち、評価の合計点が高い者から原則３者選定する。 

また、同点により３者以上となった場合は、当該者すべてを選定するものとする。 

参加表明者が３者に満たない場合は表明者数とする。 

なお、表明者が３者に満たない場合でも、評価基準において非選定とする場合に該当

した参加表明者は選定しない。 

（２） 参加表明書を提出した者のうち、選定しなかった者に対して、選定しなかった旨及

びその理由（以下「非選定理由」という。）を書面により通知する。 

（３） 選定しなかった旨の通知を受けた者は、分任契約担当役に対して非選定理由につい

て、次に従い、書面（様式は自由）により説明を求めることができる。 

① 提出期限：選定しなかった旨の通知をした日の翌日から起算して５日（行政機関の休

日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定する行政機関の休日

を含まない。）後の午後５時まで。 

② 提出場所：６（１）に同じ。 

③ 提出方法：書面は１部を持参することとし、郵送又は電送によるものは受け付けな

い。 

（４）分任契約担当役は、説明を求められたときは、提出期限の翌日から起算して５日以内

に説明を求めた者に対し書面により回答する。 

 

９ 技術提案書の提出要請 

本競争の選定者には技術提案書の提出を要請する。（各選定者に提出要請書を送付。） 
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10 技術提案書に求める特定テーマ 

【特定テーマ】 

双葉町駅西複合的福祉サービス拠点基本計画等他２施設基本計画等※を踏まえた内容で、遅滞

なく、かつ手戻りなく円滑に工事を推進し、完了させるために必要なマネジメントに係る提案 

※双葉町駅西複合的福祉サービス拠点基本計画等他２施設基本計画等に関する資料について

は、24（７）を参照すること。 

 

11 技術提案書の留意事項 

（１）分任契約担当役は、技術提案書を提出した者の中から見積合せを行う者を特定する。 

提出期間内に技術提案書が提出場所に到達しなかった場合は、特定されない。また、特

定されなかった場合には、見積合せに参加することはできない。 

①提出期間：令和７年10月17日（金）から令和７年10月30日（木）までの土曜日、日曜日及

び祝日を除く毎日、午前10時から午後５時まで。（ただし、正午から午後１時

の間は除く。） 

②提出場所：６（２）に同じ。 

③提出方法：予め提出日時を前日までに連絡の上、提出場所へ５部を持参することにより

行うものとし、郵送又は電送によるものは受け付けない。 

なお、返信用封筒として、表に提出者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分

を加えた所定の料金（460円）の切手を貼った長３号封筒を技術提案書と併せて

提出すること。 

（２）技術提案書の作成方法 

・技術提案書は、別記様式 10から別記様式 12 まで（全てＡ４判）により作成すること。 

なお、文字サイズは 10ポイント以上とする。 

・実施方針について別記様式 11 に記載すること。１枚以内で作成すること。 

・特定テーマについて別記様式 12に記載すること。１枚以内で作成すること。 

・技術提案書の後に参考見積書（任意様式）を添付すること。 

・技術提案書はクリップ止めとしホッチキス止めは行わないこと。 

（３）技術提案書作成に関する留意事項 

別記様式 内容に関する留意事項 

（別記様式 11） 

実施方針 

・業務内容を理解し方針を立てるとともに取組体制について記載すること。 

・取組体制については別記様式８の内容を評価対象とする。 

・図表等を記載しても良い。 

（別記様式 12） 

特定テーマの技術

提案 

・本掲示文兼入札説明書の 10 に示したテーマについて記載すること。 

・図面、表、既往成果、現地写真等を記載しても良い。 

（任意様式） 

参考見積書 

・本業務の参考見積を提出すること。 

・参考見積については、業務規模に比して、著しく乖離していると考えられ

る場合は、妥当性について聴取することがある。 

（４）技術提案書の無効 

本説明書において記載された事項以外の内容を含む技術提案書、又は本説明書の条件
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に適合しない技術提案書は無効とする場合があるので注意すること。 

（５）その他 

① 技術提案書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

② 提出された技術提案書を、見積合せを行う者の特定以外に提出者に無断で使用しない。 

③ 提出期間以降における技術提案書の差替え及び再提出は認めない。 

④ 本業務は簡易公募型プロポーザル方式に準じた手続きとして、技術提案書は調査、検

討および業務における取組方法について提案を求めるものであり、成果の一部の提出

を求めるものではない。 

⑤ 技術提案書に関する問い合わせ先は、６（２）に同じ。 
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12 技術提案書を特定するための評価基準 

技術提案書の評価項目、判断基準、ならびに評価のウェイトは以下のとおりとする。 
評価

項目 

評価の着目点 評価の 

ウェイト 

 

判断基準 

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

 

資
格
要
件 

 

技
術
者
資
格 

（別記様式５） 

配置予定管理技術者の資格を下記の順位で評価する。  

・一級建築施工管理技士 

・一級建築士 

①上記２つの資格を有している。 

②上記のうち、いずれか１つの資格を有している。 

なお、上記要件を満たすと認められない場合は選定しない。 

 

 

 

①10 点 

 

②５点 

 

専
門
性
・
技
術
力 

䥹
業
務
執
行
能
力
䥺 

 

成
果
の
確
実
性 

（別記様式６－１） 

平成 27 年度以降に完了した２（１）⑤に示す業務（再委託による業務の

実績は含まない）の実績を下記の順位で評価する。 

①業務Ａ及び業務Ｂの実績がいずれも１件以上ある。 

②業務Ａ又は業務Ｂの実績が１件以上ある。 

業務の実績は、管理技術者としてのものでなくてもよい。 

なお、上記業務の実績がない場合は選定しない。 

 

 

①10 点 

 

②５点 

 

 

情
報
収
集
力 

地
域
精
通
度 

（別記様式６-２） 

平成 27 年度以降に完了した工事監理業務（再委託による業務の実績は含

まない）の実績を下記の順位で評価する。 

①浜通り等※１において業務を行った実績がある。 

②浜通り等※１を除く福島県において、業務を行った実績がある。 

③上記のいずれにも該当しない。 

 

 

①10 点 

 

②５点 

 

③０点 

実
施
方
針 

 

業
務
理
解
度 

（別記様式 11） 

業務の目的、条件、内容の理解度が高く、業務実施上のフロー及び配慮

事項に関して的確に把握されている場合に優位に評価する。 

【評価の視点】 

・町の置かれた現状に対する理解 

（既往計画や復興まちづくりの状況の整理、業務目的の明示） 

・現地の現状及び施設、地理的状況の把握 

・業務内容に対応した業務実施フロー及び配慮事項の提示 

 

10 点 
 

取
組
体
制 

（別記様式８及び 11） 

配置技術者の連携、人数、能力、協力体制など業務を遂行するうえで的

確な体制が確保されている場合に優位に評価する。 

【評価の視点】 

・本業務の特性を踏まえた業務の取組体制 

・業務内容に対応したスケジュールの明示 

・必要項目の明示と相互関係の適正 

 

10 点 

特
定
テ
䤀
マ
の
技
術
提
案 

（別記様式 12） 

【特定テーマ】 

双葉町駅西複合的福祉サービス拠点基本計画等他２施設基本計画等を踏

まえた内容で、遅滞なく、かつ手戻りなく円滑に工事を推進し、完了させ

るために必要なマネジメントに係る提案。 

 

30 点 
以下の視点からみて、特定テーマに対する提案が的確で具体的であり、実

現性がある場合に優位に評価する。 

【評価の視点】 

・復興まちづくりにおける行政の実情を踏まえた施工監理支援の進め方

に係る事項 

・工程管理、品質管理、コストマネジメントに係る事項 

・本事業における関係者間（計画地施工者、計画地周辺の関連諸工事施工

者等）調整に係る事項 
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13 特定・非特定の通知 

（１）技術提案書を提出した者のうち、評価合計点が最上位である者、１者を特定する。 

（２）評価合計点が最上位である者が複数者いる場合、下記の①から③の順で１者を特定する

ものとする。（②以下はその上記項目が同点の場合適用） 

 ①技術提案の特定テーマ（別記様式12）の得点が高いもの 

 ②技術提案の実施方針（別記様式８及び11）の得点が高いもの 

 ③配置予定管理技術者の経験及び能力（別記様式５及び６）の得点が高いもの 

（３）技術提案書を提出した者のうち、特定しなかった者に対して、特定しなかった旨を書面

により通知する。 

（４）特定しなかった旨の通知を受けた者は、分任契約担当役に対して非特定理由について、

次に従い書面（様式は自由）により説明を求めることができる。 

①提出期限：特定しなかった旨の通知をした日の翌日から起算して７日（行政機関の休日に

関する法律（昭和63年法律第91号）第１条に規定する行政機関の休日を含まな

い。）後の午後５時まで。 

②提出場所：６（１）に同じ。 

③提出方法：書面は、持参することとし、郵送又は電送によるものは受け付けない。 

（５）分任契約担当役は、説明を求められたときは、提出期限の翌日から起算して10日以内に

説明を求めた者に対し書面により回答する。 

 

14 説明書に対する質問 

（１）この説明書に対する質問がある場合においては、次に従い、書面（様式は自由）により

提出すること。 

①提出期限：令和７年９月19日（金）から令和７年10月２日（木）までの土曜日、日曜日及び

祝日を除く毎日、午前10時から午後５時まで。（持参の場合、正午から午後１時

の間は除く。郵送の場合、10月２日（木）午後５時必着とする。） 

②提出場所：６（２）に同じ。 

③提出方法：書面は、１部を持参又は郵送することにより提出するものとし、電送によるも

のは受け付けない。 

（２）（１）の質問に対する回答書は、次のとおり閲覧に供する。 

①閲覧期間：令和７年 10月８日（水）から令和７年 10月 29 日（水）まで上記期間の土曜日、

日曜日を除く毎日午前 10時から午後５時まで（ただし、正午から午後１時の間

は除く。） 

 

参
考 

見
積 

・指示した業務内容と大きく乖離しているか、提案内容に対して見積が

不適切な場合には特定しない。 

・なお、積算の参考とするため、特定者に再度、見積を依頼する場合が

ある。 

 

数値化 

しない 

 

評価点 合計 80 点 
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②閲覧場所：６（２）に同じ。受付にて閲覧の希望を申し出ること。 

 

15 見積合せの日時と場所及び見積書の提出方法 

（１）日  時：令和７年 11月 25 日（火）午前 10 時 00 分（予定） 

（２）提出場所：〒970-8026 福島県いわき市平並木の杜2番地 63PLAZA ２階 

独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 

総務企画部 経理課 電話：0246-38-8179 

（３）提出方法：見積書は持参すること。郵送又は電送によるものは受け付けない。 

なお、天災その他の理由により見積合せを執行することが困難であると認めら

れるときは、当該見積合わせの執行を延期し、停止、又は中止することができ

るものとする。 

 

16 契約保証金 納付 

ただし、金融機関又は保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。

また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、

契約保証金を免除する。 

 

17 契約の無効 

手続開始の掲示及び企画競争参加説明書に示した特定されるために必要な要件のない者のし

た契約、参加表明書に虚偽の記載をした者のした契約は、無効とする。 

なお、分任契約担当役により特定された者であっても、契約の時において指名停止要領に基

づく指名停止を受けている者その他の契約の時において４に掲げる要件のない者は、特定され

るために必要な要件のない者に該当する。 

 

18 契約者の決定方法 

独立行政法人都市再生機構会計規程（平成16年独立行政法人都市再生機構規程第４号）第52

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で有効な見積を行った者を契約者とす

る。 

 

19 手続における交渉の有無 無 

 

20 契約書作成の要否等 要 

別紙２「業務委託契約書（案）」により、契約書を作成するものとする。 

 

21 支払条件 

  部分払12回及び完了払 
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22 関連情報を入手するための照会窓口 

  ６（１）に同じ。 

 

23 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について 

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平

成 22 年 12 月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約をする

場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情報を公開す

るなどの取組を進めるとされているところです。 

これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームページで公表す

ることとしますので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、応札若しくは

応募又は契約の締結を行っていただくよう御理解と御協力をお願い致します。 

なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみなさせていた

だきますので、ご了知願います。 

また、応札若しくは応募又は契約の締結を行ったにもかかわらず情報提供等の協力をしてい

ただけない相手方については、その名称等を公表させていただくことがあり得ますので、ご了

知願います。 

（１）公表の対象となる契約先 

次のいずれにも該当する契約先 

①当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めていること 

②当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は課長相当職以

上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として再就職していること 

（２）公表する情報 

上記に該当する契約先について、契約ごとに、工事、業務又は物品購入等契約の名称及び数

量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表する。 

①当機構の役員経験者及び課長粗相当職以上経験者（当機構ОＢ）の人数、職名及び当機構

における最終職名 

②当機構との間の取引高  

③総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分のいずれかに該

当する旨３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満、又は３分の２以上 

④１者応札又は１者応募である場合はその旨 

（３）当方に提供していただく情報 

①契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び当機構にお

ける最終職名等） 

②直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引高 

（４）公表日 

契約締結日の翌日から起算して72日以内 
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24 その他 

（１）参加表明者は、この説明書、入札（見積）心得書を熟読し、入札心得を遵守すること。 

なお、入札（見積）心得書については、当機構ホームページで閲覧のこと。 

（https://www.ur-net.go.jp/order/sanka.html） 

（２）参加表明書に虚偽の記載をした場合においては、参加表明書を無効とするとともに、指名

停止措置要領に基づく指名停止を行うことがある。 

（３）受託者は、参加表明書に記載した配置予定管理技術者を当該業務に配置すること。 

（４）受託者は、業務委託契約締結時に、「個人情報等の保護に関する特約条項」・「外部電磁的記

録媒体の利用に関する特約条項」を同日付で締結するものとする。 

   様式については、当機構ホームページで閲覧のこと。 

   （https://www.ur-net.go.jp/order/sanka.html） 

（５）本業務については、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54

号）についての「違約金に関する特約条項」を適用する。（下記参照） 

 

（６）本業務は、業務成績評定対象業務であり、業務完了後に業務成績評定点を通知、公表する。

付与した業務成績評定点は、将来、業務発注時に価格以外の評価項目として使用すること

がある。 

（７）双葉駅西地区複合的福祉サービス拠点整備事業要求水準書等他２施設基本計画等について

は、当該データを書き込んだ DVD-R ディスク等を６（２）に記載する担当窓口にて交付す

る。交付期間は令和７年 10 月２日（木）までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前

10 時から午後５時まで。（ただし、正午から午後１時の間は除く。）なお、配布に際しては、

あらかじめ交付希望日時を連絡の上、記名押印した別紙３「機密保持に関する確認書」が

必要となるので持参すること。 

 

 

 

 

 

                                       以 上 
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別記様式１ 

 

参 加 表 明 書 

 

令和  年  月  日 

 

独立行政法人都市再生機構 

東北震災復興支援本部 

総務企画部長 江坂  泰幸 殿 

 

（提出者）        

住 所       

商号又は名称 

代表者氏名              印 

 

連絡先 部署 

担当者名 

電話／ＦＡＸ 

 

 

令和７年９月18日付で手続開始の掲示のありました「双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２

施設建設等施工監理支援業務」に係る企画競争に参加を希望します。 

なお、独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95号）

第331条及び第332条の規定に該当する者でないこと及び参加表明書の内容については事実と相違

ないことを誓約します。 

 

 

当機構東日本地区における令和７・８年度測量・土質調査・建設コンサルタント等業務に係る競

争参加資格：業種区分が「調査」の登録状況 

以下の□にチェック及び登録番号を記入 

 □申請中 ⇒ □新規又は更新  □工種等又は地区追加 

 □ 済  ⇒ 有資格者名簿等の該当部分を提出又は登録番号を記載 

登録番号  

 

返信用封筒として、表に提出者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金（460

円）の切手を貼った長３号封筒を参加表明書と併せて提出して下さい。 
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別記様式２ 

 

・当機構東日本地区における令和７・８年度測量・土質調査・建設コンサルタント等業務（業種

区分：調査）に係る一般競争（指名競争）参加資格の認定 

 

提出者：           

 

 

令和７・８年度測量・土質調査・建設コンサルタント等業務（業種区分：調査）に係る競争参加資

格認定書の写しを提出 
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別記様式３ 

 

・営業拠点等の所在地 

 

提出者：          

 

本社・支店・営業所等の区分 
 

住所 

 

電話番号 

 

ＦＡＸ番号 
 

代表者氏名（役職名） 
 

常駐する技術者の数及び有資

格者数 

（専門分野別） 

 

注：なお、営業拠点等であることを証明する資料（法人登記事項証明書又は営業証明書の写し）を

添付すること。 
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別記様式４ 

 

・企業の平成27年度以降に完了した業務実績 

 

提出者：           

 

業務Ａ・業務Ｂ対象

区分※１ 

 

業務名  

TECRIS 

登録番号 
 

契約金額  

履行期間  

対象物件の所在地  

 

発注機関名 

（担当部局） 

住所 

TEL 

 

 

業務の概要  

記入に際しては本様式１枚につき１件を記載すること。なお、記載した業務に係る契約書（仕様

書を含む）の写し等を添付すること。(履行期間、履行場所、委託者、受託者、業務内容、対象物

件の所在地・延べ床面積等を証する書類の写しを含む) 

これらに不足があると評価ができないため留意すること。 

 

※1該当する区分（業務A、業務B）を記載すること。なお、業務A、業務Bどちらも実績も申請す

る場合は別記４をそれぞれ分けて提出すること。 
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別記様式４-２ 

 

・企業の平成27年度以降に完了した業務実績 

 

提出者：           

 

地域精通度区分※１  

業務名  

TECRIS 

登録番号 
 

契約金額  

履行期間  

対象物件の所在地  

 

発注機関名 

（担当部局） 

住所 

TEL 

 

 

業務の概要  

 

記入に際しては本様式１枚につき１件を記載すること。なお、記載した業務に係る契約書（仕様

書を含む）の写し等を添付すること。(履行期間、履行場所、委託者、受託者、業務内容、対象物

件の所在地・延べ床面積等を証する書類の写しを含む) 

これらに不足があると評価ができないため留意すること。 

 

※1該当する区分（浜通り等、浜通り等を除く福島県）を記載すること。  
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別記様式５ 

 

・配置予定管理技術者の資格及び経歴等 

 

提出者：           

 

① 氏   名 

 

 

② 所属・役職 

 

 

③ 保有資格・部門・分野・取得年月日 

 

 

※１）業務説明書４（１）⑦ロの資格を有することを証する書類の写し等を添付すること。 

※２）雇用関係を確認するため健康保険証等の写しを添付すること。 
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別記様式６ 

 

・配置予定管理技術者の平成27年度以降に完了した業務実績 

 

提出者：           

 

業務Ａ・業務Ｂ対象

区分※１ 

 

業務名  

TECRIS 

登録番号 
 

契約金額  

履行期間  

対象物件の所在地  

 

発注機関名 

（担当部局） 

住所 

TEL 

 

 

業務の概要  

記入に際しては本様式１枚につき１件を記載すること。なお、記載した業務に係る契約書（仕様

書を含む）の写し等を添付すること。(履行期間、履行場所、委託者、受託者、業務内容、対象物

件の所在地・延べ床面積等を証する書類の写しを含む) 

これらに不足があると評価ができないため留意すること。 

 

※1該当する区分（業務A、業務B）を記載すること。なお、業務A、業務Bどちらも実績も申請す

る場合はそれぞれ分けて提出すること。 
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別記様式６-２ 

 

・配置予定管理技術者の平成27年度以降に完了した業務実績 

 

提出者：           

 

地域精通度区分※１  

業務名  

TECRIS 

登録番号 
 

契約金額  

履行期間  

対象物件の所在地  

 

発注機関名 

（担当部局） 

住所 

TEL 

 

 

業務の概要  

 

記入に際しては本様式１枚につき１件を記載すること。なお、記載した業務に係る契約書（仕様

書を含む）の写し等を添付すること。(履行期間、履行場所、委託者、受託者、業務内容、対象物

件の所在地・延べ床面積等を証する書類の写しを含む) 

これらに不足があると評価ができないため留意すること。 

 

※1該当する区分（浜通り等、浜通り等を除く福島県）を記載すること。  
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別記様式７ 

 

・配置予定管理技術者の手持ち業務の状況（令和７年 月 日現在） 

 

提出者：           

 

業務名 業務上の立場 発注機関 履行期間 契約金額 

     

 

 

     

 

 

     

 

（契約金額合計） 
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別記様式８ 

 

提出者：           

 

（１）業務実施体制 

 予定技術者名 所属・役職 担当する分担業務の内容 

管理技術者 
   

担当技術者 配置予定人数   人 

 

担当技術者名 

(予定) 
所属・役職 資格 

担当する分担業務の内容 

(予定) 

    

    

    

    

    

 

※１）配置予定の担当技術者が業務仕様書に定める資格を有することを証する書類の写しを添付

すること。これらに不足があること評価ができないため留意すること。 

 

（２）業務実施体制（共同企業体を構成する場合又は当該業務の一部を再委託する場合） 

分担業務の内容 備  考 

  

  

  

※２） 業務の分担について記載するものとする。（業務の分担を行わない場合は記載する必要は

ない） 

※３） 他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合は、備考欄にその旨を記載

すると共に、再委託先又は協力先、その理由（企業の技術的特徴等）を記載すること。た

だし、業務の主たる部分を再委託してはならない。 
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別記様式９ 

 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況 

 

※１～３の全項目について、該当するものに○を付けること。 

※それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し・一般事業主行動計画策定・

変更届（都道府県労働局の受領印付）の写し）を添付すること。 

※「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」第２条に規

定する同要綱の対象となる外国法人については、それぞれ、該当することを証明する書類

（内閣府男女共同参画局長による認定等相当確認通知書の写し）を添付すること。 

 

１ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等 

  

○ プラチナえるぼしの認定を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

 

○ えるぼし３段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

○ えるぼし２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

○ えるぼし１段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等の働き方」

の基準を満たしている。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

○ 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定・届出をしてお

り、かつ、常時雇用する労働者が100人以下である。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

 

２ 次世代育成支援対策推進法に基づく認定 

 

○ 「プラチナくるみん認定」を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

○ 「くるみん認定」（令和７年４月１日以降の基準）を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

○ 「くるみん認定」（令和４年４月１日～令和７年３月31日までの基準）を取得してい

る。 
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【 該当 ・ 該当しない 】 

○ 「トライくるみん認定」（令和７年４月１日以降の基準）を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

○ 「くるみん認定」（平成29年４月１日～令和４年３月31日までの基準）を取得してい

る。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

〇「トライくるみん認定」（令和４年４月１日～令和７年３月31日までの基準）を取得して

いる。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

○ 「くるみん認定」（平成29年３月31日までの基準）を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

〇 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を令和７年４月１日以

後に策定又は変更しており、かつ、常時雇用する労働者が100人以下である。 

【 該当 ・ 該当しない 】 

 

３ 若者雇用促進法に基づく認定 

 

○ 「ユースエール認定」を取得している。 

【 該当 ・ 該当しない 】 
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別記様式 10 

技 術 提 案 書 

 
業務名称：双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業

務  

 

 

標記業務に係る技術提案書を提出します。 

 

令和   年   月   日 

 

独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 

 総務企画部長 江坂  泰幸 殿 

 

 

           （提出者）住  所  

 

                名  称  

 

代表者名           印  

 

 

【返信用封筒として、表に提出者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の

料金（460 円）の切手を貼った長３号封筒を技術提案書と併せて提出してください。】 

 

  特定されなかった技術提案書の返却を希望する場合には、その旨を下欄に明記してく

ださい。なお、返却を希望する旨の記載がない場合は、返却要請の意思がないものとみな

します。 

 

 返却希望  有  無  
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別記様式 11 

 

・技術提案書（実施方針） 

※Ａ４判片面１枚以内で記述すること。（規定枚数を超える分は評価しない。） 

   
提出者：           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１）図表等を記載してもよい。 

※２）文字サイズは 10ポイント以上とする。 
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別記様式 12 

 

・技術提案書（特定テーマの技術提案）  

※Ａ４判片面１枚以内で記述すること。（規定枚数を超える分は評価しない。） 
 

                                 提出者：               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１）図表等を記載してもよい。 

 ※２）文字サイズは 10ポイント以上とする。 
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別紙１ 

双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務 

 

業務仕様書 

 

この仕様書は、双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務につ

いて適用する。 

 

１ 業務件名 双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務 

 

２ 履行期間 契約締結の翌日から令和９年 10月 31 日まで 

 

３ 履行場所 福島県双葉郡双葉町 

 

４ 業務内容 

        別添１「業務内容」を参照すること。なお、業務内容の詳細については、別添２「関係

者の業務・責任区分及び役割分担表」を参照すること。 

 

５ 業務の実施 

（１）管理技術者は、担当技術者の業務分担について、下記（２）の「業務実施計画書」に

記載される配員の範囲内で変更できるものとする。 

（２）管理技術者は、別紙「業務内容」に基づき月毎の配員構成を作成し「業務実施計画

書」により機構担当職員に提出しなければならない。  

（３）管理技術者は、業務の履行月毎に「業務処理結果報告書」を作成し、機構担当職員の

要求の都度速やかに提出し確認を受けなければならない。 

（４）資格基準 

管理技術者及び担当技術者は、職階毎に下表の資格基準を満たしているものとする。 

 

職階 職種 資格基準 

管理技術者 
掲示文兼入札説明書に示す「配置予定管理技術者に対する要

件」を満たしている者とする。 

担当技術者 建築 

①、②、③のいずれかの条件を満たしている者とする。 

① 一級建築士の資格を有する者 

② １級建築施工管理技士の資格を有する者 

③ 公的機関が発注する工事に係る工事監督等業務のうち以

下のいずれかの業務等について 10年以上の実務経験を有

する者 
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イ 建築工事に係る技術者として従事した経験 

ロ 耐震改修工事に係る技術者として従事した経験 

電気 

①から⑤のいずれかの条件を満たしている者とする。 

① 設備設計一級建築士又は建築設備士の資格を有する者 

② 技術士（電気電子部門）又は電気主任技術者の資格を有す

る者 

③ 電気工事施工管理技士の資格を有する者 

④ 第１種電気工事士の資格取得後２年以上の者又は第２種

電気工事士の資格取得後２年以上の実務経験を有する者 

⑤ 公的機関が発注する工事監督等業務のうち「電気設備工

事」に係る技術者として従事した経験を 10 年以上有する

者 

機械 

①から④のいずれかの条件を満たしている者とする。 

① 設備設計一級建築士又は建築設備士の資格を有する者 

② 技術士（衛生工学部門）の資格を有する者 

③ 管工事施工管理技士の資格を有する者 

④ 公的機関が発注する工事監督等業務のうち「機械設備工

事」に係る技術者として従事した経験を 10 年以上有する

者 

 

（５）管理技術者及び担当技術者は、業務に支障がない限りにおいて、他の担当技術者の業

務を兼務することができるものとする。ただし、兼務を希望するときは、あらかじめ書

面により機構の承諾を得るものとする。 

（６）受託者は、工事現場において事故等が発生した場合に対する緊急時の連絡体制（休日

等の対応方法も含む）を明確にし、事故等が発生した場合は速やかに機構職員へ連絡す

ること。 

（７）業務の実施にあたり、ＷＥＢ形式での打合せ・会議等の開催においても出席可能なよ

うに、常備端末機器及び通信環境を確保すること。 

 

６ 再委託について 

（１）受託者は、次に掲げる本業務の「主たる部分」の再委託を行うことはできない。 

①総合調整マネジメント、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断 

②工事の工程、コスト、品質及び検査等の管理、調整業務 

③関係団体等との打合せ等 

④管理技術者及び建築担当技術者 

（２）受託者はコピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理、資料処理、等の簡易な業務につい

ては、再委託を行うことができる。この場合において、業務委託契約書（以下、「契約書」
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という。）第７条２項の規定に基づく書面による委託者の承諾は不要とする。 

（３）受託者は、上記（１）（２）に規定する業務以外について再委託を行なう場合は、契約

書第７条２項の規定に基づき書面により委託者の承諾を得なければならない。 

（４）上記（２）（３）の規定により再委託を行う場合においては、次に掲げる要件を満たさ

ねばならない。 

①再委託の相手方が、掲示文兼入札説明書４（１）①及び⑥の要件を満たしていること 

②受託者と再委託の相手方との契約を書面により明確にしておくとともに、再委託の相

手方に対して適切な指導、管理の下に業務を実施させること。 

 

７ 成果物 

  成果物（業務の履行によって生ずる設計図書、報告書類その他の成果）は以下のとおり

取りまとめるものとする。 

（１）報告書  Ａ４判 ２部、及び電子データ（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ） 一式 

（２）その他関係資料一式 

 

８ 契約変更 

（１）発注者は、次の各号に掲げる場合において、契約の変更を行うものとする。 

①業務内容の変更により請負代金額に変更を生じる場合 

②履行期間の変更を行う場合 

③機構担当職員と受注者が打合せを行い、業務実施上必要があると認められる場合 

④監督業務委託契約書第 11 条の規定に基づき、請負代金額の変更に代える仕様書又は業

務に関する指示の変更を行った場合 

 

９ 業務環境の改善 

本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウイークリースタンスを考慮す

るものとする。ウイークリースタンスの実施にあたっては、ウイークリースタンス実施要領

（別添３）に基づき、機構担当職員と確認・調整した内容について取り組むものとする。 

 

10 その他 

（１）業務委託料には、交通費及び被服費を含むものとする。 

（２）受注者は、業務上知り得た全ての情報について情報管理を徹底し、常に守秘義務を遵

守し、第三者に漏らしてはならない。また、貸与した資料を受託者事務所外へ持出すこ

とは禁止する。 

（３）「個人情報等の保護に関する特約条項」は、契約日と同日で締結するものとし、同第

１条に定める個人情報等の保管場所、取扱場所、及び取扱場所から持ち出す場合等の手

続き等については、次のとおりとする。 

１）保管場所は受託者事務所等内とし、施錠できる場所に保管する。 
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２）取扱場所は受託者事務所等内とし、取扱終了後は速やかに保管場所に返却し施錠す

る。 

３）取扱場所から持ち出す場合は、事前に担当職員の了解を得、保管場所に返却後はそ

の旨を報告する。 

４）原則、携帯電話には、業務に係る個人情報を登録しない。 

以 上 
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別添１ 

業 務 内 容 

対象業務名 

 双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務 

 

１ 管理技術者が行う業務 

（１）管理技術者は、担当技術者（建築、電気、機械）に対する下記２の業務を管理・指導

するものとする。 

（２）管理技術者は、業務の履行状況の報告等のために、機構担当職員と月１回程度の打合

せを行うものとする。 

（３）管理技術者は、施工監理支援を行う工事に設計変更が生じた場合において、受託範囲

においても変更が生じる場合は、変更資料を作成し、機構担当職員に提出しなければ

ならない。その上で、必要に応じて機構職員と協議を実施するものとする。 

（４）管理技術者は、現場における安全、その他規則については関係法令等を厳守するとと

もに、工事受注者に対しこれらを遵守させるよう指導監督しなければならない。 

（５）台風、集中豪雨、風害、地震等の緊急時（以下、「緊急時等」という。）において、現場

の維持保全のため緊急の対応を要する場合、担当技術者に対し、所定の場所における

一定時間の待機等を休工日、工事時間外に要請する場合があるので、配置に係る諸調

整も含め予めこれに応じることのできる体制を構築すること。 

 

２ 担当技術者が行う業務 

（１）工事等調整業務 

①定例会議への出席  

ⅰ 定例会議での工事工程の検証と契約事項の確認、工事実施における他工事との調

整 

ⅱ 工事監理者への他工事の工事状況等の情報提供 

ⅲ 工事進捗状況と工程表との検証及び確認 

②工事監理に付随する業務 

ⅰ 見学者、視察者及び関係各課の現地案内の協力 

ⅱ 事故・災害（第三者損害含む）の状況確認と速やかな報告 

ⅲ 工事仕様、工事監理、書類（工事監理基準等）作成等の指導 

ⅳ 工事監理者が作成する工事監理基準の検証 

ⅴ その他、関係者等への技術伝承等への協力 

③工程等調整 

ⅰ 工事工程（工事内容、工事の進め方）の検証と契約事項の確認 

ⅱ 定例会議での監督員への他工事の工事状況等の情報提供 
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ⅲ 常時進捗状況と工程表との検証及び確認 

ⅳ 各種検査時期、工事完成物の引渡し時期の確認及び調整 

ⅴ 関連諸工事間の総合調整 

④コスト等調整 

ⅰ 工事のコストコントロール※に係る業務 

※設計変更内容の検証、工事費の増額・減額の内容確認等 

ⅱ 工事受注者が作成する工事費内訳書や数量調書、ＶＥ提案等の検証、確認及び調 

  整 

⑤近隣対応支援 

ⅰ 双葉町の計画説明内容の確認 

ⅱ 近隣への工事開始挨拶、近隣説明会実施の為の実務と説明会対応の協力 

ⅲ 近隣要望・苦情に係る関係部署協議の協力 

ⅳ 家屋調査範囲の検証（家屋調査を実施した場合） 

⑥工事受注者への指示及び工事監理者の技術指導 

ⅰ 工事の安全に係る事項 

い 工事着手前の安全に係る指導実施 

ろ 現場状況・仮設計画の把握 

は 工事に伴い既存道路の交通を規制する場合の関係機関への周知状況の確認 

に 付近通学路・交通規制内容の把握 

ほ 緊急連絡体制の把握及び緊急時（台風、集中豪雨、風害等）その前後の安全確

認状況の確認（口頭指導又は現地確認） 

へ 現場安全パトロールの実施及び報告 

と 工事受注者が策定した安全管理に関する施工計画書の確認及び履行確認 

ⅱ 検査に係る事項 

い 検査前の現場状況の把握 

ろ 検査立会い時の監督員及び双葉町検査員等のフォロー 

は 検査結果の対応措置確認 

に 行政検査前に監督員と共に現況確認、指導 

ほ 行政検査の立会い 

ⅲ 工事の品質に関する事項 

い 設計図書内容の把握 

ろ 施工工程段階での現場施工状況の確認 

は 施工計画書の内容を把握し、必要に応じて監督員へ指導 

に プロット図確定打合せ、立会い、確認、指示 

ほ 契約不適合防止のための図面確認 

へ 工事に起因して亡失した敷地境界標や基準点等の復元状況の確認 

と 工事着工前段階における図面、契約条件及び現場確認 
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ⅳ 工事引継ぎに関する事項 

い 将来施設管理者等事前協議出席 

ろ 引継ぎ日決定会議及び引継ぎ会議出席 

は 引継ぎに係る業務（引継図書の確認等） 

に 完成図書の確認 

ほ 引継ぎ前の現地最終確認 

へ 監理業務の成果物に関する確認 

⑦公共等団体、事業体への対応 

公共等団体、事業体等から機構を通じて所掌工事に係る対応依頼があった場合は、関

係部署と協力して対応する 

⑧工事における工事受注者・工事監理者の安全管理状況の点検 

ⅰ 作業内容 

い 実施日時等に関する諸調整 

ろ 点検の実施及び現地での不安全箇所等に関する指摘・指導の実施 

は 工事受注者・工事監理者への指摘事項の伝達と是正報告の指導 

に 点検結果及び指摘事項を記載したチェックリスト等のとりまとめ 

ほ 工事受注者による是正後の報告書の確認 

へ 実施結果及び指摘事項の取りまとめと電子データによる情報の蓄積 

と 蓄積した情報等に基づく点検内容の精査及び整理（機構からの依頼があった

際は提出する） 

⑨その他 

   別添２「関係者の業務・責任区分及び役割分担」※に示す業務の実施 

     

以 上 
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対 象 工 事 一 覧 

 

 

一般工事 履行期間 備 考 

 
工事 A 

令和７年 12 月頃から 

令和８年 12 月頃まで 
 

工事 B 
令和８年３月頃から 

令和９年６月頃まで 
 

工事 C 
令和８年８月頃から 

令和９年 10 月頃まで 
 

※対象工事に変更があった場合は協議のうえ、変更契約とする。 

 

以 上 
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別添２ 

関係者の業務・責任区分及び役割分担表  

 
 
 

                    

 
 

  

内容 
発注者 支援者・PMr 

実施

設計

者 

施工

者 

工事

監理

者 
特 記 

双葉町 UR 都市機構   

Ⅰ．共通業務             

  1 会議体の構築 承諾 構築 確認 確認 確認 
関係者と協議して

決定する 

  2 町の要求の確認・更新 承諾 実施 確認 確認 確認   

  3 
関係者の業務・責任区

分及び役割分担 
承諾 作成 確認 確認 確認   

  4 庁内対応（議会等） 実施 - 説明 説明 -   

  5 事業費関係資料作成 承諾 支援 
内容

確認 

作成・

管理 

内容

確認 
  

  6 別途工事との調整 実施 支援 確認 確認 確認   

＜補助金対応業務＞             

  1 

補助金申請に関わる

行政機関、町内調整、

対応 

対応 支援       

関係各諸官庁の情

報を取りまとめて、

申請等事務手続き 

  2 

補助金申請に関わる

事務手続き支援、申請

資料等作成、図面・内

訳書作成指示・調整 

承諾 実施       

関係各諸官庁の情

報を取りまとめて、

申請書類作成、申

請内容調整 

  3 

補助金申請に関わる

図面・内訳書作成・調

整、添付資料作成 

承諾 実施 
内容

確認 

内容確

認 
  

関係各諸官庁の情

報を取りまとめて、

申請書類に係る添

付資料等作成 

  4 

補助金申請に関わる

図面・内訳書・添付資

料作成に係る支援 

  検証・確認 
作成・

支援 

作成・

支援 
  

図面・内訳書・添付

資料作成に係る支

援 

＜住民説明＞             

凡例 

・・・受託者が行う施工監理支援業務 
・・・当機構が町より受託している業務 



39 
 
 

  1 住民説明会 実施 支援 
出席・

協力 

出席・

協力 

出席・

協力 
  

Ⅳ．工事段階             

＜説明会＞             

  1 工事説明会 確認 確認 確認 実施 確認   

＜会議・運営＞             

  1 

総合定例会議（月１

回）：関係者全体の情

報共有 

出席 主宰 出席 作業 出席   

  2 
週間定例会議：現場進

捗等の情報共有 
（出席） 出席 

（出

席） 
出席 主宰 （必要に応じて） 

  3 総合図会議 出席 出席 出席 出席 主宰 （必要に応じて） 

  4 
仕上計画プレゼンテー

ション会議 
出席 出席 主宰 

出席・

協力 
出席   

  5 分科会 （出席） （出席） 
（出

席） 
主宰 出席 （必要に応じて） 

  6 
情報管理（議事録・工

事連絡書） 
確認 確認 確認 

作成・

管理・

取りま

とめ 

確認   

＜工程＞             

  1 
総合工事工程・総合仮

設計画 
承諾 検証   

作成・

更新 

内容

確認 
  

  2 
月間工事工程（３ヶ月

工程） 
内容確認 検証   作成 

内容

確認 
  

  3 
週間工事工程（３週工

程） 
内容確認 検証   作成 

内容

確認 
  

  4 総合図工程 内容確認 検証   作成 
内容

確認 
  

  5 生産計画工程 内容確認 検証   作成 
内容

確認 

施工計画書・各種

仕様決め・製作図

／施工図・色決め

等の工程 

  6 課題解決一覧表 内容確認 作成   支援 
内容

確認 
  

  7 
検査・試運転工程（竣

工前） 
内容確認 検証   作成 

内容

確認 
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＜コスト＞             

  1 
施工段階のコスト管理

（変更・追加） 
承諾 

内容確認・精

査 
  

管理・

取りま

とめ 

内容

確認 
  

  2 設計変更追加見積 内容確認 精査･査定 確認 作成 確認   

  3 
設計変更･追加工事 

工事費一覧表 
内容確認 確認 確認 作成 確認   

  4 

施工段階 VE  設計

者・施工者に起因する増

額・減額に対して 

内容確認 
評価・内容確

認 
  提案 

内容

確認 
  

  5 

施工段階 VE  発注者

に起因する増額・減額に

対して 

提案 内容確認   検証 
内容

確認 
  

  6 施工段階 VE 評価 
採否決定

（承諾） 
内容確認   見積 

評価

（内容

確認） 

  

＜町の手続き＞             

  1 

提出書類（契約支払関

係、引渡し関係、施工

関係） 

受領 確認   作成 
内容

確認 
  

＜設計変更及び施工段階設計業務＞

＜品質＞ 
            

  1 
建築主要求の確認、

与条件の変更・更新 
提示 確認 確認 確認 確認   

  2 設計変更 承諾 検証 
実施･

調整 
協力 確認   

  3 計画変更確認申請 承諾 確認 実施 協力 確認   

  4 

設計意図を正確に伝

えるための質疑応答、 

説明等 

確認 検証 実施 協力 確認 
国土交通省告示 8

号による 

  5 

工事材料、設備機器

等の選定に関する設

計意図の観点からの

検討・助言等 

確認 検証 実施 協力 確認 
国土交通省告示 8

号による 

＜工事監理業務＞＜品質＞             

  1 工事監理業務方針書 内容確認 検証     作成   
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  2 工事監理業務 状況確認 検証     実施 

１及び工事運営・

工事監理業務プロ

グラム提示書によ

る 

  3 質疑書の検討･回答 状況確認 確認   確認 実施 
国土交通省告示 8

号による 

  4 工事監理報告書 受領 検証     作成   

  5 出来高管理報告 確認 検証   協力 報告   

  6 工事費支払い 実施 確認   請求     

＜工事管理業務＞＜品質＞             

  1 出来高カーブ 受領 検証   作成 検証   

  2 月間工事報告書 受領 検証   作成 検証   

  3 品質保証体制 受領 検証   作成 検証   

  4 品質管理 確認 （確認）   実施 

助言・

検討・

確認 

（必要に応じて） 

  5 
施工計画書・施工要領

書 
確認 （確認）   実施 

助言・

検討・

確認 

（必要に応じて） 

  6 総合仮設計画図 確認 検証   実施 

助言・

検討・

確認 

（必要に応じて） 

  7 安全衛生管理 確認 （確認）   実施 

助言・

検討・

確認 

（必要に応じて） 

  8 近隣対応 確認 支援   実施 

助言・

検討・

確認 

（必要に応じて） 

  9 場内環境整備 確認 確認   実施 

助言・

検討・

確認 

（必要に応じて） 

  10 
発生材処理・廃棄物対

応 
確認 （確認）   実施 

助言・

検討・

確認 

（必要に応じて） 

  11 仮設管理 確認 （確認）   作成 

助言・

検討・

確認 

（必要に応じて） 
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  12 

本体工事と別途工事と

の取り合い調整、区分

処理 

情報提供 検証   実施 確認   

＜最終仕様の確認・確定＞＜品質＞             

  1 
施工段階 設計変更  

※２ 
決定・承諾 検証 実施 協力 

品質

評価 

実施設計意図の伝

達、未調整・不備

事項の是正、変更

設計作業、工事中

に発生する設計に

関する変更申請業

務等を行う 

  2 
施工段階 設計内容

解釈  ※３ 
内容確認 検証 実施 協力 

品質

評価 
  

  3 
施工段階 設計内容

確定  ※４ 
決定・承諾 検証 実施 協力 

品質

評価 
  

  4 材料・仕様・色決め 承諾 確認 提案 協力 
内容

確認 
  

  5 総合図 承諾 検証 検証 

作成・

取りま

とめ 

確認   

  6 製作図・施工図 承諾 確認 検証 作成 確認 （必要に応じて） 

  7 

施設使用者（ユーザ

ー）との対応・確認  

仕様関係 

確認･決定 確認 確認 実施 確認 

必要に応じて施設

維持管理者も発注

者同席の元確認す

る 

  8 
     〃               

品質関係 

確認･決定 確認 確認 実施 確認 

必要に応じて施設

維持管理者も発注

者同席の元確認す

る 

  9 
          〃              

工程・コスト関係 

確認･決定 確認 確認 実施 確認 

必要に応じて施設

維持管理者も発注

者同席の元確認す

る 

＜工事段階の検査＞＜品質＞             

  1 各種製品・工場検査 
（立会・承

諾） 
（立会） 

（立

会） 
実施 確認 （必要に応じて） 
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  2 各種自主検査 状況確認 確認   実施 
内容

確認 
  

  3 各種工事監理者検査 状況確認 確認   受検 実施   

  4 
官庁中間検査及び検

査報告書 
（立会） 立会   受検 

受検・

作成 

手数料を含む（施

工者） 

  5 試運転・調整 （内容確認） （確認）   実施 立会 （必要に応じて） 

  6 教育訓練 受講 （確認）   実施 立会   

  7 
コミッショニング(性能

検証） 
承諾 確認 協力 実施 確認   

＜行政・ｲﾝﾌﾗ供給会社対応・検査＞

＜品質＞ 
            

  1 諸官庁届出等   確認   提出 確認 （必要に応じて） 

  2 
官庁検査関連（確認・

消防・中間等） 
（立会） （立会） 立会 受検 受検 

手数料を含む（施

工者） 

  3 受電・安全管理審査等 （立会） （立会） 立会 受検 立会 （必要に応じて） 

  4 その他の行政検査 （立会） 確認 立会 受検 
（受

検） 
（必要に応じて） 

＜竣工時検査＞＜品質＞             

  1 
竣工検査（施工者自主

検査） 
内容確認 確認 

内容

確認 
実施 

内容

確認 

パンチリスト、検査

報告書作成のこと 

  2 
竣工検査（工事監理

者） 
内容確認 検証 立会 受検 実施 

検査報告書作成の

こと 

  3 
竣工検査（建築主・CM

ｒ） 
実施 実施 立会 受検 立会   

＜竣工図書整備等＞             

  1 竣工図書・竣工図面 受領 検証 検証 作成 検証 
総合図・施工図を

含む 

  2 
設計説明書、竣工引

継ぎ資料の整備 
受領 確認 確認 作成 確認 設計説明書の更新 

  3 
取扱説明書・取扱説明

会 
出席・受領 確認   実施 立会   

  4 完成・引渡し 受領 立会   実施 立会   

  5 

鍵・スペアパーツ・最

終パンチリストの引渡

し 

受領 （立会）   実施 
（立

会） 
（必要に応じて） 

  6 
固定資産管理用工事

費 
受領 状況確認   作成     
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  7 
移転支援、開庁準備

業務 
実施 状況確認   調整     

Ⅴ．完成後段階             

  1 
初期不具合の是正対

応 
実施     是正 立会   

  2 ６ヶ月点検 実施   立会 
主宰・

受検 
立会   

  3 瑕疵検査（１年・２年） 実施   立会 
主宰・

受検 
立会   

  4 緊急時対応 確認 確認 
（立

会） 

窓口・

修繕等 
立会 （必要に応じて） 

  5 
コミッショニング(性能

検証） 
承諾 確認 確認 実施 確認 （必要に応じて） 
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■主な用語の定義 

用語 定義 

提示 方針等を定め提供して示す 

提案 検討して方針・内容等を提出する 

作成 資料や図面などを作成し、資料の取りまとめ、管理を行う 

構築 業務遂行のために必要なシステムを築く 

立案 業務に必要な計画を立てる 

設定 提案を受けるなどして条件等を定める 

調整 分離工事業者間・業務区分間の調整協議を行う等して明確化・円滑化を図る 

実施 調査、設計、監理、工事などの対応業務を実際に行う 

整備 作業手順等のシステムを整える 

ヒアリング 業務目的を達成するために、関係各社のニーズを聞き、まとめる 

情報提供 判断基準となる必要な情報を与える 

取りまとめ 
情報の一元化及び共有化を図り、対象者間の調整、内容の指示・確認を行い、資料など

をまとめる 

管理 定められた方針や計画をもとに調整を図り、プロセス・結果を確認する 

検証 内容を確認し、その公正性・妥当性を吟味する 

内容確認 業務・資料の内容の妥当性を確認する 

状況確認 業務の進行状況や資料の提出時期・状況を確認または、把握する 

確認 内容を確認・把握し他の業務に反映させる 

協力 業務目的を達成するために、必要な支援を行う 

立会 検査の立会い及び是正項目（又はパンチリスト）の確認 

更新 ＣＭｒや設計者から引き継いだ資料等を最新情報に書き加える 

査定 工事費・単価の妥当性の検証 

精査 数量の食い違い、項目もれ等の確認 

受検 検査を受け、報告書を作成する 

是正 建物、機器等の不適切な部分をを正す 

修繕 建物、機器等の不具合を修理・補修する 

受領 内容確認されたものを受け取る 

承認 当該事項・当該書類の内容を検証し了承する。事業主（建築主）に説明して了承を得る 
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決定 提案を受けるなどして方針等を決定する 

締結 契約、協定書等を取り結ぶ 

評価 提出された提案等を比較検討して評価し報告する 

主宰 会議の招集、場所の設定、議題の作成、会議の司会、（会議記録）の作成を行う 

出席 会議等に出席し意見を述べる 
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別添３ 

再委託（変更等）承諾申請書 

 

独立行政法人都市再生機東北震災復興支援本部 
総務企画部長  野口 哲郎  殿 

 
受託者 住所 

氏名 株式会社○○○○ 
○○ ○○   印 

 
契約名称：                             

 
令和○年○月○日付けをもって締結した上記の契約に関して、以下のとおり業務の

一部を再委託したく、契約書第○条第○項に基づき申請するので、手続き方お願いし

ます。 

項目 申請内容 

再委託の相手方 
（住所、氏名） 

〒000-0000 ○○県○○市○○町○－○ 
△△株式会社 

再委託業務の内容 ・ ○○○○○○○○○○ 
・○○○○○○○○○○ 
・○○○○○○○○○○ 

再委託業務の契約予

定額 
○○千円（契約金額に対する比率○％） 
※見積書を添付 

再委託を行う必要性 
及び 
再委託の相手方の選

定理由 
 
（変更の場合は、再

委託の変更理由も記

載） 

（再委託する必要性） 
 
（再委託の相手方の選定理由） 
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別添４ 

ウイークリースタンス 実施要領 
 

 

１ 目 的 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成十七年法律第十八号）第 22 条に基づく

「発注関係事務の運用に関する指針」を踏まえ、建設コンサルタント業務等における受発

注者の業務環境を改善し、業務成果の品質が確保されるよう適正な業務執行を図ることを

目的とする。 

 

２ 取組内容 

（１）業務の実施に当たり、適切な作業時間を確保するほか、就業環境や業務特性等を勘案

した上で、原則として以下の項目（１週間における仕事の進め方の相互ルール）について

受発注者間で設定する。 

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。 

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない。 

④昼休みや 17 時以降の打合せは行わない。 

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。 

⑥その他、業務環境改善に関わる取組みを任意に設定する（web 会議の積極的な活用等）。 

（２）業務履行期間中であっても、受発注間で確認・調整の上、必要に応じ、設定した取組内

容を見直すことができる。  

（３）（１）によらず、やむを得ず受注者に作業依頼を行う場合には、調査職員又は監督職員

から管理技術者又は主任技術者に対して依頼内容とその理由を明確に指示する。 

（４）緊急事態対応（災害対応等）については、取組みの対象外とする。 

 

３ 進め方 

（１）初回打合せ時に取組内容を受発注者間で確認・調整の上、設定する。取組期間につい

ては、初回打合せ時から履行期間末までを原則とする。 

（２）受注者は、設定した取組内容を打合せ記録簿に整理し、受発注者間で共有する。 

（３）成果物納入時の打合せ時に実施結果、効果、改善点等を受発注者双方で確認し、打合

せ記録簿に整理する。 

 

以 上 
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打合せ記録簿記載例 

 

１ 初回打合せ時 

ウイークリースタンス取組内容 

取組内容 特記事項※2 実施※3 

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日とし

ない。 

 
■ 

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 
 

■ 

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新

たな依頼をしない。 

 
■ 

④昼休みや 17 時以降の打合せは行わない。 
 

■ 

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。 
 

■ 

⑥その他の項目※1 
 

－ 

※1 ①～⑤以外で取り組む内容がある場合に記入する 

※2 曜日・時間等の取組内容を変更する場合等に記入する 

※3  実施する項目を「■」とする。 

２ 成果品納品時 

ウイークリースタンス取組内容及び実施結果 

取組内容 対象 実施結果※4 実施できなかった理由 

①休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日と

しない。 

■ 
  

②水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 ■ 
  

③休暇が取れるように休前日（金曜日等）は

新たな依頼をしない。 

■ 
  

④昼休みや 17 時以降の打合せは行わない。 ■ 
  

⑤定時間際、定時後の依頼をしない。 ■ 
  

⑥その他の項目 － 
  

※4 「実施できた」「どちらかというと実施できた」「どちらかというと実施できなかった」 

    「実施できなかった」から選択する。 

    「実施できた」以外を選択した場合、実施できなかった理由の欄に入力する。 

効果・改善点等※5  

 

※5  ウイークリースタンスに取り組んで業務環境は改善されたか、改善内容（（例) 残業が減少し、業務

に余裕が出来た）などを記入する。 
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別紙２ 

業 務 委 託 契 約 書（案） 

 

１ 委託業務の名称  双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業

務 

２ 履 行 場 所         福島県双葉郡双葉町 

３ 履 行 期 間         契約締結日の翌日 から 

令和９年10月31日 まで 

４ 業務委託料    金     円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金    円） 

５ 支 払 条 件         部分払12回及び完成払 

 

上記の業務について、委託者と受託者は、次の条項により業務委託契約を締結する。 

また、受託者が共同企業体を結成している場合には、受託者は、別紙の共同企業体協定書

により契約書記載の業務を共同連帯して実施する。 

この契約締結の証として、本書２通を作成し、委託者及び受託者が記名押印の上、各自１

通を保有する。 

 

令和７年  月  日 

 

委託者 住 所 

 氏 名               印 

受託者 住 所 

 氏 名               印 

 

（注） 受託者が共同企業体を結成している場合においては、受託者の住所及び氏名の欄には、

共同企業体の名称並びに共同企業体の代表者及びその他の構成員の住所及び氏名を記

入する。 

 

 

（総則） 

第１条 受託者は、頭書の業務（以下「業務」という。）の委託契約に関し、この契約書に定

めるもののほか、仕様書（別添の仕様書、図面及び入札説明書に係る質問回答書をいう。

以下同じ。）に従い、これを履行しなければならない。 

２ 受託者は、業務を頭書の履行期間（以下「履行期間」という。）内に完了し、委託者は、

その業務委託料を支払うものとする。 

３ この契約の履行に関し、受託者から委託者に提出する書類は、委託者の指定するものを
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除き、第９条に規定する指示者（以下「指示者」という。）を経由するものとする。この場

合、指示者に提出された日をもって、委託者に提出されたものとみなす。 

４ 委託者及び受託者は、この契約に関し、日本語、日本円、日本の標準時及び計量法（平成

４年法律第51号）に規定する法定計量単位を使用するものとする。 

５  受託者が共同企業体を結成している場合においては、委託者は、この契約に基づくすべ

ての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、委託者が当該代表者に対して行っ

たこの契約に基づくすべての行為は、当該共同体のすべての構成員に対して行ったものと

みなし、また、受託者は、委託者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について当

該代表者を通じて行わなければならない。 

（善良な管理者の注意義務） 

第２条 受託者は、委託者の指示に従い、善良な管理者の注意をもって、業務を処理しなけ

ればならない。 

（実施日程表等の提出） 

第３条 受託者は、この契約締結後14日以内に、実施日程表、経費内訳明細書及び資金使用

計画書を作成して、委託者の指示する部数を委託者に提出するものとする。 

（権利義務の譲渡等） 

第４条 受託者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、あらかじめ、委託者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（成果物の帰属） 

第５条 この契約の履行によって生ずる設計図書、報告書類その他の成果（以下「成果物」

という。）は委託者に帰属するものとする。 

（無体財産権） 

第６条 業務の実施の過程において派生的に生じた著作権、特許権、実用新案権等の無体財

産権の取扱いは、委託者と受託者とが協議して定める。 

（一括再委託等の禁止） 

第７条 受託者は、この契約の全部を一括して、又は仕様書において指定した部分その他主

体的部分を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

２ 受託者は、この契約の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あら

かじめ、委託者の承諾を得なければならない。これらを変更しようとするときも同様とす

る。ただし、委託者が仕様書において指定した軽微な部分を委任し、又は請け負わせよう

とするときは、この限りでない。 

（委託業務責任者） 

第８条 受託者は、委託業務責任者を定め、委託者に通知するものとする。 

２ 受託者又は受託者の委託業務責任者は、委託者の指示に従い、業務に関する一切の事項

を処理しなければならない。 

（指示者） 

第９条 委託者は、業務の履行について、打合せ、指示等を行う指示者を定め、これを受託
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者に通知するものとする。 

（管理技術者等） 

第10条 受託者は、仕様書に定めるところにより、業務の処理を管理し、この契約に基づく

受託者の権限（業務委託料の変更、履行期間の変更、業務委託料の請求及び次条第２項及

び第３項並びにこの契約の解除に係るものを除く。）を行使することができる管理技術者

（以下「管理技術者」という。）を定め、書面をもってその者の氏名及び経歴を委託者に通

知しなければならない。その者を変更したときも同様とする。 

２ 受託者は、仕様書の定めるところにより、受託者が業務を処理するために使用している

者（管理技術者を除く。以下「担当技術者」という。）を定め、書面をもってその者の氏名

及び経歴を委託者に通知しなければならない。その者を変更したときも同様とする。 

３ 受託者は、管理技術者及び担当技術者を定めようとするときは、仕様書に定める資格を

有する者としなければならない。 

（管理技術者等に対する措置請求） 

第11条 委託者は、管理技術者がその職務の執行につき著しく不適当と認められるとき、及

び担当技術者で業務の処理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、受託者に

対してその理由を明示した書面により必要な措置をとるべきことを求めることができる。 

２ 受託者は、前項に規定する請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、

その結果を請求を受理した日から10日以内に書面により委託者に通知しなければならない。 

３ 受託者は、担当職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、委託者

に対してその理由を明示した書面により必要な措置をとるべきことを求めることができる。 

４ 委託者は、前項に規定する請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その

結果を請求を受理した日から10日以内に書面により受託者に通知しなければならない。 

（履行報告） 

第12条 委託者は、必要があると認めるときは、受託者の業務の処理状況について、調査し、

又は報告を求めることができる。 

２ 委託者は、前項の規定による調査又は報告の結果、必要があると認めるときは、受託者

に対して適当な措置をとるべきことを指示することができる。 

（物品の貸与） 

第13条 委託者は、業務を完成するために必要があると認めるときは、受託者に物品を貸与

することができる。 

２ 受託者は、前項の規定により物品の貸与を受けたときは、善良な管理者の注意をもって

当該物品を使用しなければならない。 

（物品の返還） 

第14条 受託者は、第20条第５項の規定により委託者に成果物を引き渡すときは、前条の規

定により貸与を受けた物品及び次条第２項の規定により購入した物品（以下「貸与物品等」

という。）を同時に返還しなければならない。 

２ 受託者の故意又は過失によって貸与物品等が滅失し、若しくはき損し、又はその返還が
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不可能となったときは、委託者の指定する期間内に、代品を納め、又は原状に復し、若し

くはその損害を賠償しなければならない。 

（物品の購入） 

第15条 受託者は、業務を完成するために必要があると認めるときは、業務委託料の範囲内

で物品を購入することができる。この場合において、当該物品の額が１万円以上であり、

かつ、１年以上反復使用に耐えるものであるときは、書面により委託者の承諾を得なけれ

ばならない。 

２ 前項の規定により委託者の承諾を得て購入した物品は、委託者の所有とし、受託者は、

善良な管理者の注意をもって当該物品を使用しなければならない。 

（仕様書等の変更） 

第16条 委託者は、必要があると認めるときは、仕様書又は業務に関する指示（以下この条

において「仕様書等」という。）の変更内容を受託者に通知し、仕様書等を変更することが

できる。この場合において、委託者は、必要があると認められるときは履行期間又は業務

委託料を変更することができ、それにより必要な費用を委託者が負担しなければならない。 

２ 前項の履行期間又は業務委託料の変更については、委託者と受託者とが協議して定める

ものとする。 

（業務の中止） 

第17条 委託者は、必要があると認めるときは、業務の中止内容を受託者に通知して、業務

の全部又は一部を一時中止させることができる。 

２ 委託者は、前項の場合において、必要があると認められるときは履行期間若しくは業務

委託料を変更し、又は受託者が業務の履行の一時中止に伴う増加費用を必要としたとき若

しくは受託者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。この場合に

おける負担額は、委託者と受託者とが協議して定める。 

（受託者の請求による履行期間の延長） 

第18条 受託者は、受託者の責めに帰することができない理由又は正当な理由により、履行

期間内に業務を完了することができないときは、委託者に対して遅滞なく、その理由を付

して履行期間の延長を求めることができる。ただし、その延長日数は、委託者と受託者と

が協議して定める。 

２  委託者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるとき

は、履行期間を延長しなければならない。委託者は、その履行期間の延長が委託者の責め

に帰すべき事由による場合においては、業務委託料について必要と認められる変更を行い、

又は受託者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（損害の負担） 

第19条 業務の履行に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は受託者が負担す

るものとする。ただし、委託者の責めに帰すべき理由による場合の損害については、委託

者が負担するものとし、その額は、委託者と受託者とが協議して定める。 

（検査） 
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第20条 受託者は、業務が完了したときは、遅滞なく、その旨を業務完了報告書の提出をも

って通知しなければならない。 

２ 委託者は、前項の規定による通知を受けたときは、その日から起算して14日以内に、受

託者の立会いの上、業務の完了を確認するための検査を行わなければならない。 

３ 受託者は、業務が前項の検査に合格しないときは、遅滞なく成果物を修補し、委託者に

対して補正完了報告書を提出して検査を受けなければならない。この場合、検査について

は、前各項の規定を準用する。 

４ 委託者は、前２項の規定による検査の結果、合格と認めたときは、受託者に対してその

旨を通知しなければならない。 

５ 受託者は、前項の規定による通知を受けたときは、遅滞なく、成果物を委託者に引き渡

さなければならない。 

（業務委託料の支払い） 

第21条 受託者は、前条第２項の検査に合格したときは、書面をもって業務委託料の支払い

を請求することができる。 

２ 委託者は、前項の規定による請求を受けたときは、その日から起算して30日以内に業務

委託料を受託者に支払わなければならない。 

（部分払） 

第22条 受託者は、業務の完了前に、業務の既済部分に相応する業務委託料相当額の10分の

９以内の額について、次項以下に定めるところにより部分払いを請求することができる。

ただし、この請求は、頭書の回数を超えることができない。 

２  受託者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る業務の既済

部分の確認を書面により委託者に求めなければならない。この場合において、委託者は、

遅滞なく、その確認をするための検査を第20条の規定に準じて行い、その結果を書面をも

って受託者に通知しなければならない。 

３ 受託者は、前項の規定による確認があったときは、書面をもって部分払を請求すること

ができる。この場合において、委託者は、当該請求のあった日から起算して14日以内に部

分払金を受託者に支払わなければならない。 

４ 前項の規定により部分払金の支払いがあった後、受託者が再度部分払の請求をする場合

には、第１項中「業務委託料相当額」とあるのは、「業務委託料相当額から既に部分払の対

象となった業務委託料相当額を控除した額」とするものとする。 

（委託者の任意解除権） 

第23条 委託者は、業務が完了するまでの間は、次条又は第25条に規定する場合のほか、必

要があるときは、この契約を解除することができる。 

２ 委託者は、前項の規定により、この契約を解除した場合において、受託者に損害を及ぼ

したときは、その損害を賠償しなければならない。この場合における賠償額は、委託者と

受託者とが協議して定める。 

（委託者の催告による解除権） 
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第24条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその

履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。 

一 第４条の承諾を得ずに又は虚偽の申請により承諾を得てこの契約を第三者に承継させ

たとき。 

二 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

三 履行期間内に又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見込みがないと認め

られるとき。 

四 第10条第１項及び第２項に掲げる者を設置しなかったとき。 

五 前各号のほか、受託者がこの契約に違反したとき。 

（委託者の催告によらない解除権） 

第25条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除

することができる。 

一 第４条の規定に違反して債権を譲渡したとき。 

二 受託者がこの契約の債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 受託者の債務の一部の履行が不能である場合又は受託者がその債務の一部の履行を拒

絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達

することができないとき。 

四 契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行

しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受託者が履行をしな

いでその時期を経過したとき。 

五 前各号に掲げる場合のほか、受託者がその債務の履行をせず、委託者が前条の催告を

しても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであ

るとき。 

六 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以

下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者に債権を譲渡し

たとき。 

七 第27条又は第28条の規定によらないで、この契約の解除を申し出たとき。 

八  受託者（受託者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号にお

いて同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受託者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者

を、受託者が法人である場合にはその役員、その支店又は常時業務委託の契約を締結

する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号におい

て同じ。）が、暴力団又は暴力団員であると認められるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 
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ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認め

られるとき。 

二 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

していると認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られるとき。 

ヘ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当す

ることを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受託者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手

方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、委託者が受託者に対して当該契約

の解除を求め、受託者がこれに従わなかったとき。 

 九 第30条の２第１項各号の規定のいずれかに該当したとき。 

２ 前項の場合において、業務の成果の一部分について委託者が必要と認めるものがあると

きは、委託者の所有とすることができる。 

３ 第１項の規定により、契約を解除したときには、委託者は、既済部分について検査の上、

当該部分に相当する業務委託料を受託者に支払うものとする。 

（委託者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第26条 第24条又は前条各号に定める場合が委託者の責めに帰すべき事由によるものである

ときは、委託者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（受託者の催告による解除権） 

第27条 受託者は、委託者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催

告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、そ

の期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽

微であるときは、この限りでない。 

（受託者の催告によらない解除権） 

第28条 受託者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除すること

ができる。 

一 第16条の規定により業務内容を変更したため業務委託料が３分の２以上減少したと

き。 

二 第17条の規定による業務の履行の中止期間が履行期間の２分の１を超えたとき。 

（受託者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第29条 第27条又は前条各号に定める場合が受託者の責めに帰すべき事由によるものである

ときは、受託者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（委託者の損害賠償請求等） 

第30条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損

害の賠償を請求することができる。 
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一 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

二 第24条又は第25条の規定により業務の完了後にこの契約が解除された場合 

三 前２号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が

不能であるとき。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代

えて、受託者は、業務委託料（この契約締結後、業務委託料の変更があった場合には、変更

後の業務委託料をいう。次条において同じ。）の10分の１に相当する額を違約金として委託

者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 第24条又は第25条の規定により業務の完了前にこの契約が解除されたとき。 

二 受託者がその債務の履行を拒否し、又は受託者の責めに帰すべき事由によって受託者

の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

一 受託者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第7

5号）の規定により選任された破産管財人 

二 受託者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法

律第154号）の規定により選任された管財人 

三 受託者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法

律第225号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項第１号に該当し、委託者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、業務委託料に

つき、遅延日数に応じ、年（365日当たり）３パーセントの割合で計算した額を請求するこ

とができるものとする。 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第30条の２  受託者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次に掲げる場合のいずれか

に該当したときは、受託者は、委託者の請求に基づき、業務委託料の10分の１に相当する

額を違約金として委託者の指定期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受託者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22

年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受託者が構成

事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１項第１号の規定に違反したことにより、

公正取引委員会が受託者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３

において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」と

いう。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第6

3条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（こ

れらの命令が受託者又は受託者が構成事業者である事業者団体（以下「受託者等」とい

う。）に対して行われたときは、受託者等に対する命令で確定したものをいい、受託者等

に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における

当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、この
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契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反する行為の実行と

しての事業活動があったとされたとき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受託者等に独占禁止法第３条又は

第８条第１項第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為

の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命

令に係る事件について、公正取引委員会が受託者に対し納付命令を行い、これが確定し

たときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期

間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分

野に該当するものであるとき。 

四  この契約に関し、受託者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明

治40年法律第45号）第96条の６又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１

号に規定する刑が確定したとき。 

２  受託者が前項の違約金を委託者の指定する期間内に支払わないときは、受託者は、当該

期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算し

た額の遅延利息を委託者に支払わなければならない。 

（受託者の損害賠償請求等） 

第31条 委託者の責めに帰すべき理由により、第21条の規定による業務委託料の支払いが遅

れた場合には、受託者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年（365日当たり）2.5パー

セントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

（賠償金等の徴収） 

第32条 受託者が、この契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を委託者の指定する期間内

に支払わないときは、委託者は、その支払わない額に委託者の指定する期間を経過した日

から業務委託料支払いの日までの日数に応じ、年（365日当たり）３パーセントの割合で計

算した利息を付した額と、委託者の支払うべき業務委託料とを相殺し、なお不足があると

きは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、委託者は、受託者から遅延日数に応じ年（365日当たり）３

パーセントの割合で計算した額の延滞金を徴収する。 

（秘密の保持） 

第33条 受託者は、業務の履行上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

２ 受託者は、成果物を第三者に譲渡し、貸与し、又は利用せしめてはならない。ただし、あ

らかじめ書面による委託者の承諾を得たときは、この限りではない。 

（管轄裁判所） 

第34条 この契約及びこの契約に関連して委託者と受託者との間において締結された契約、

覚書等に関して、委託者と受託者との間に紛争を生じたときは、頭書の委託者の住所を管

轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

（適用法令） 

第35条 この契約は日本法に準拠し、これに従い解釈されるものとする。この契約により、
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又はこの契約に関連して発生した債権債務については、この契約に定めるもの以外は、民

法の規定を適用するものとする。 

（補則） 

第36条 この契約においては、民法（明治29年法律第89号）第649条、第650条及び第651条の

規定は適用しないものとする。 

（契約外の事項） 

第37 

条 この契約に定めのない事項又はこの契約について疑義が生じた事項については、必要に

応じて委託者と受託者とが協議して定めるものとする。 

 

以 上 
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別紙３ 

令和７年  月  日 

独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 

 総務企画部長 江坂  泰幸 

（住 所）         

（会社名）         

（代表者名）       印 

 

機密保持に関する確認書 

 

当社は、「双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務」 への参加検

討のため、貴機構より開示される詳細情報について、以下の各条項に従い取り扱うことに同意し

ます。 

１．当社は、貴機構より開示される詳細情報に関する資料、図面、データその他の情報及び閲覧

資料、その他（以下「機密情報」といいます。）について、その機密を保持し、善良なる管理

者の注意義務をもって管理するものとします。 

２．当社は機密情報を本件参加検討以外の目的には使用しません。また、本確認書の存在及び内

容に関し貴機構と当社の間で検討が行われている事実についても機密情報として扱い、本確認

書に定める機密保持義務を負うものとします。 

３．当社は、貴機構の書面による事前の許可なくして機密情報を第三者に開示しないものとしま

す。ただし、次に該当する場合についてはこの限りではありません。 

 イ 司法機関又は監督当局を含む行政機関の法的手続、指導、要求等により機密情報の開示を

請求された場合 

 ロ 本件参加検討のために必要な当社及び当社の関連会社の役員及び従業員、本件参加検討に

必要な保険、融資又は信託設定の依頼先、並びに弁護士、公認会計士、税理士、不動産鑑

定士及び設計会社・調査会社等の専門家に対し、本確認書と同等の機密保持義務を課した

上で機密情報を開示する場合 

４．次に記載する情報については本確認書に定める機密情報に該当しないものとします。 

 イ 貴機構により開示された時点で、既に公知の情報 

 ロ 貴機構により開示された後に、当社の責めによらずに公知となった情報 

 ハ 貴機構に対して機密保持義務を負うこ とのない第三者から正当に入手した情報 

５．当社は、本件参加検討が終了した場合又は本件参加検討のために必要な合理的期間が経過し

た場合には、貴機構より開示された資料、図面、データその他の情報及び資料を直ちに貴機構

に返還し又は破棄するものとします。 

６．当社は、本確認書に違反した結果貴機構に損害が生じた場合、その損害を賠償するものとし

ます。 

７．当社は、本確認書に関し争いが生じた場合は、東京地方裁判所を第一審の合意管轄裁判所と

することに同意します。 

以 上 

（ご担当者様のご連絡先） 

 御部署 

 御氏名 

 TEL)   －    －       FAX)   －    －      

 

※本書面の押印については、実印もしくは当機構に届出をしている使用印を用いることとし、 

印鑑証明書（提出日の３か月以内発行）もしくは届出書類の写しを添付すること。 
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別紙４ 

使 用 印 鑑 届 

 
                  
  
 
 

 

 

 

 

上記の印鑑について、入札見積、契約の締結並びに代金の請求及び受領に関して使用する印

鑑としてお届けします。 

 

令和   年   月   日 

 

     住    所   

     商号又は名称   

代 表 者                      印 

 

 

独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 御中 

 
注１ 競争参加資格の有効期間を限度とし、提出すること。また、記載内容に変更が生じた場合、再

度の提出をすること。なお、使用人の使用印を変更する場合もその旨届け出ること。 
 ２ 本届には、印鑑証明書（原本・発行開始日から３か月以内）を添付すること。なお、委任状又

は年間委任状と併せて本届を提出する場合には、印鑑証明書の提出は１部で足りる。 
３ 使用印を届け出る機構の本支社、事務所等ごとに作成し、提出すること。 

 

 

  

使用印 実印 
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別紙５ 

年 間 委 任 状 

 

独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 御中 

 

（委任者）住所 

     商号又は名称 

     氏名                印 

 

（受任者）住所 

     商号又は名称 

     氏名                印 

 

私は上記の者を代理人として定め、次の独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部の発

注する、 建設工事、建設コンサルタント等業務、物品役務 に関し、下記の通り権限を委任し

ます。 

 

１ 委任事項 

(1) 入札及び見積に関する件 

(2) 契約の締結及び履行に関する件 

(3) 契約代金の請求及び受領に関する件 

(4) 復代理人の選任に関する件 

(5) 契約保証に関する件 

(6) 共同企業体に関する件 

(7) その他契約に関する一切の件 

 

２ 委任期間 

   令和  年  月  日 から 令和９年 10 月 31 日 まで 

 

 

代理人（受任者） 

使用印鑑 

 

 

 注 1 年間委任を届け出る機構の本支社、事務所ごとに作成し、提出すること。 
注 2 委任状には、委任者の印鑑証明書（原本・発行日から３か月以内）を添付すること。ただし、既に使用印鑑届を提出

している場合は必要ない。 
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競争参加者の資格に関する公示 

 

 双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務に係る共同企業体として

の競争参加者の資格（以下、「共同企業体としての資格」という。）を得ようとする者の申請方法

等について、次のとおり掲示します。 

令和７年９月18日（木） 

独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 

 分任契約担当役 総務企画部長 江坂  泰幸 

 

１ 業務内容 

 （１）業務名 

双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務 

 （２）業務内容 

施工監理支援（プロジェクトマネジメント）業務 

詳細は別紙１「業務仕様書」のとおり。 

（３）履行期間 

以下のとおり予定している。 

契約締結の翌日から令和９年10月31日まで 

 

２ 申請の方法 

 （１）申請書の入手方法 

「競争参加資格審査申請書」（以下「申請書」という。）は、令和７年９月 18 日（木）

から双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務において共同

企業体としての資格を得ようとする者に、当機構ホームページからのダウンロードによ

り交付する。 

（２）申請書の提出期限、場所及び方法 

提出期限：令和７年 10月３日（金）午後５時 00分 

提出場所：〒970-8026 

          福島県いわき市平並木の杜2番地 63PLAZA ２階 

独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 

        福島復興支援部 建築計画課 電話：0246-38-6531 

提出方法：申請書に双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務

共同企業体協定書（３（４）の条件を満たすものに限る。）の写しを添付し、持

参又は郵送すること。 

 

３ 共同企業体としての資格及び審査 

次に掲げる条件を満たさない共同企業体については、共同企業体としての資格がないと認定

する。それ以外の共同企業体については、「競争参加者の資格に関する公示」（平成 30年 10 月
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１日官報（政府調達第 184 号）公示）８の（１）から（４）までに掲げる項目について総合点

数を付与して共同企業体としての資格があると認定する。 

（１）組合せ 

構成員の組合せは、次の条件に該当する者の組合せとするものとする。 

① 機構東日本地区（対象都道府県は東京都、千葉、神奈川、埼玉、茨城、栃木、群馬、

山梨、長野、新潟、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、富山、石川の各県及び北

海道）における令和７・８年度建設コンサルタント等業務に係る一般競争（指名競

争）参加資格について、業種区分が「調査」の認定を受けていること。 

② 企画競争参加表明書の提出期限から見積合せの時までの期間に、当機構から本業務の

履行場所を含む区域を対象区域とする指名停止を受けていないこと。 

（２）業務形態 

① 構成員の業務分担が、業務の内容により、「双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２

施設建設等施工監理支援業務共同企業体協定書」において明らかであること。 

② 一つの分担業務を複数の企業が共同して実施することがないことについて、「双葉町

駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務共同企業体協定書」に

おいて明らかであること。 

（３）代表者要件 

構成員において決定された代表者が、「双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建

設等施工監理支援業務共同企業体協定書」において明らかであること。 

（４）共同企業体の協定書 

共同企業体の協定書は、「双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理

支援業務共同企業体協定書」によるものであること。 

 

４ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていない者を構成員に含む共同企業体の取扱い 

３（１）①の認定を受けていない者を構成員に含む共同企業体も２により申請することがで

きる。この場合において、共同企業体としての資格が認定されるためには、３（１）①の認定

を受けていない構成員が３（１）①の認定を受けることが必要である。 

また、この場合において、３（１）①の認定を受けていない構成員が、当該業務に係る技術

提案書の提出時までに３（１）①の認定を受けていないときは、共同企業体としての資格がな

いと認定する。 

 

５ 資格審査結果の通知 

「企画競争参加資格認定通知書」により通知する。 

 

６ 資格の有効期間 

５の共同企業体としての資格の有効期間は、共同企業体としての資格の認定日から当該業務

が完了するまでとする。ただし、当該業務に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該業務

に係る契約が締結される日までとする。 
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７ その他 

共同企業体の名称は「双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務

△△・××共同企業体」(注：△△・××は構成員の名称 )とする。 

 

以 上 
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競争参加資格審査申請書 

 

貴本部で行われる双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務に係る

競争に参加する資格の審査を申請します。 

 なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

登録等を受けている事業 

（会社名）                           

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日 

      

登録等を受けている事業 

（会社名）                                     

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日 

      

登録等を受けている事業 

（会社名）                                     

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日 

      

 

 令和７年   月   日 

   独立行政法人都市再生機構東北震災復興支援本部 総務企画部長 殿 

 

    共同企業体名                         

（代表者） 住    所 

商号又は名称 

代表者氏名   印 

担当者氏名  

 電      話 

Ｆ Ａ Ｘ 

 

（構成員） 住    所 

商号又は名称 

代表者氏名    印 

 

（構成員） 住    所 

商号又は名称 

代表者氏名    印 
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双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務共同企業体協定書 

 

（目的） 

第１条 当共同企業体は、次の業務を共同連帯して行うことを目的とする。 

一 双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務（当該業務内容の変

更に伴う業務を含む。以下「本業務」という。） 

二 前号に附帯する業務 

（名称） 

第２条 当共同企業体は、双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工監理支援業務

△△・××共同企業体（以下「当共同体」という。）と称する。 

（事務所の所在地） 

第３条 当共同企業体は、事務所を○○市○○町○○番地に置く。 

（成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当共同企業体は、令和７年 月 日に成立し、当業務の委託契約の履行後３か月を経過

するまでの間は、解散することはできない。 

２ 本業務を受託することができなかったときは、当共同企業体は、前項の規定にかかわらず、

本業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。 

（構成員の住所及び名称） 

第５条 当共同企業体の構成員は、次のとおりとする。 

○○県○○市○○町○○番地    ○○株式会社 

○○県○○市○○町○○番地    ○○株式会社 

（代表者の名称） 

第６条 当共同企業体は、○○株式会社を代表者とする。 

（代表者の権限） 

第７条 当共同企業体の代表者は、本業務の履行に関し、当共同企業体を代表して、委託者及び

監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって受託代金（部分払金を含む。）の請求、受

領及び当共同企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。 

２ 構成員は、設計の過程において派生的に生じた著作権、特許権、実用新案権等の取扱いにつ

いては、委託者と協議を行う権限を、当共同企業体の代表者である企業に委任するものとする。 

なお、当共同企業体の解散後、共同企業体の代表者である企業が破産等（破産の申立てがな

された場合その他事実上倒産状態に至ったと認められる場合を含む。以下同じ。）又は解散した

場合においては、当該権利に関し委託者と協議を行う権限を、代表者である企業以外の構成員で

ある一の企業に対し、その他の構成員である企業が委任するものとする。 

（分担業務） 

第８条 各構成員の本業務の分担は、次のとおりとする。 

ただし、分担業務の一部につき委託者と契約内容の変更増減があったときは、それに応じて

分担の変更があるものとする。 

○○の○○業務 ○○株式会社 
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○○の○○業務 ○○株式会社 

２ 前項に規定する分担業務の価額（運営委員会で定める。）については、別に定めるところによ

るものとする。 

（運営委員会） 

第９条 当共同企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、本業務の履行に当たるものと

する。 

（構成員の責任） 

第 10 条 構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担業務の進捗を図り、委託

契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。 

（取引金融機関） 

第 11 条 当共同企業体の取引金融機関は、○○銀行とし、代表者の名義により設けられた別口預

金口座によって取引するものとする。 

（構成員の必要経費の分配） 

第 12 条 構成員は、その分担業務を行うため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分

配を受けるものとする。 

（共通費用の分担） 

第 13 条 本業務を行うにつき発生した共通の経費等については、分担業務額の割合により運営委

員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。 

（構成員の相互間の責任の分担） 

第 14 条 構成員がその分担業務に関し、委託者及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを

負担するものとする。 

２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議する

ものとする。 

３ 前２項に規定する責任について協議が調わないときは、運営委員会の決定に従うものとする。 

４ 前３項の規定は、いかなる意味においても第 10条に規定する共同体の責任を逃れるものでは

ない。 

（権利義務の譲渡の制限） 

第 15 条 本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。 

（業務途中における構成員の脱退） 

第 16 条 構成員は、当共同企業体が本業務を完了する日までは脱退することができない。 

（業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置） 

第 17 条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産等又は解散した場合においては、委託者

の承認を得て、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了するものとする。 

ただし、残存構成員のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存構成員全員及び委託者の

承認を得て、新たな構成員を当該共同企業体に加入させ、当該構成員を加えた構成員が共同連帯

して破産又は解散した構成員の分担業務を完了するものとする。 

２ 前項の場合においては、第 14条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（解散後の瑕疵に対する構成員の責任） 
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第 18条 当共同企業体が解散した後においても、当該業務につき瑕疵があったときは、各構成員

は共同連帯してその責に任ずるものとする。 

（協定書に定めのない事項） 

第 19 条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。 

 

 

○○株式会社他○社は、上記のとおり双葉町駅西複合的福祉サービス拠点他２施設建設等施工

監理支援業務共同企業体協定を締結したので、その証としてこの協定書○通を作成し、各通に構

成員が記名押印の上、各自１通を保有するものとする。 

 

令和７年  月  日 

 

 

○○株式会社 代表取締役 ○○ ○○  印 

 

 

 

○○株式会社 代表取締役 ○○ ○○  印 

 

 


